
1　はじめに

　近年，原油価格が上昇し，現在もなお高い価
格水準で依然としてとどまっている．こうした
情勢のなか，技術開発・移転を目的とした「ク
リーン開発のためのアジア太平洋パートナー
シップ」（APP）の構築に見られるように，技
術開発，技術移転を積極的に行う必要性が高
まっている．投入要素の価格上昇が長期的に技
術革新に繋がる可能性は以前から指摘されてい
たが，エネルギーに関わる分野について価格の
上昇が与える影響については，実証的には限ら
れた範囲での分析がされていただけであった．
本研究では，エネルギー価格の上昇が技術開発
を促進させる大きな要因としてどのような意味
があるかに注目する．
　エネルギー価格の上昇に対する技術開発の影
響を分析する基本は技術開発・革新に寄与する
エネルギー価格上昇による内生的な影響（内生
要因）と一般的な科学技術の発展のような外的
な影響（外生要因）のそれぞれの程度を識別，
明確化にある．つまり，前者の影響が大きけれ
ば，エネルギー価格の上昇は技術進歩に対して
支配的な要因となることになる．こうした分析

は今後のエネルギー，環境政策に大きな意義の
ある結果をもたらすと考えられる．
　技術進歩の分析はこれまで理論的にも多く行
われてきた．例えばもっとも先駆的な例では
Hicks （1932）があげられる．Hicks （1932）で
は生産に不可欠な生産要素価格の上昇がその生
産要素の節約を行うような技術進歩を促すこと
を理論的に示した．このような生産要素価格
の変化による内生的技術進歩は理論的にも分析
がなされてきた（例えば Hayami and Ruttan, 
1971）．
　一方で実証分野においても費用関数，生産
関数もしくは利潤関数などを用い生産技術を
表し，生産要素間の影響の識別や生産技術フ
ロンティアの動向を分析してきた（例えば，
Celikkol and Stefanou, 1999; Paris and Caputo, 
2001）．しかし，これまでの多くの分析には
問題 が あった．例 え ば Celikkol and Stefanou 

（1999）や Paris and Caputo （2005）の 推計 で
は価格を反映する需要，供給曲線の導関数が所
与 の 横断的導関数 （cross derivatives）を 十分
にとらえることができなかった．そこで，本
研究では指向性距離関数 （Directional Distance 
Function）を用い，マクロ経済データを使った
実証分析を行う．また今後の原油価格の動向が
与える技術変化への影響について考察する．
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2　モデル

2.1　指向性距離関数
　本分析において，生産技術を評価するモデル
として指向性距離関数を用いた．距離関数は特
定の多くのインプット（投入要素），アウトプッ
ト（産出要素）を考慮し，分析が出来る点で利
点がある．そしてインプットをより少なく，ア
ウトプットをより大きくする方法，技術につい
て検討できる手法である．
　しかし，それ以上に距離関数にはこれまで行
われてきた分析に勝る点がある．既存の分析で
はすべての意思決定単位が最も効率性の高い生
産フロンティア上で生産を行っていると仮定さ
れ，そのために生産フロンティアのシフトが技
術変化であると考えられるだけだった．しかし
実際にはフロンティア上だけでなく，それ以下
の効率性のレベルでの生産技術で生産を行って
いる企業や経済などの意思決定単位は少なくな
く，こうした意思決定単位がフロンティアに近
づく動きが技術の普及ということが言える．
　そのため距離関数を用いることにより，生産
技術の変化をより正確に理解できる．つまり，
どのように意思決定単位が新たな生産技術フロ
ンティアに近づいたか（技術普及において）外
生要因と内生要因の二つの側面から捉えること
ができる．生産技術は実現可能なインプットと
アウトプットの組み合わせとして以下で表され
る．
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　そして指向性関数は以下のように表すことが
できる．
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　ここで，インプットは MRx NRy，アウトプッ
トはMRx NRy のベクトルである． ),( xy ggg は

指向性ベクトルである．この指向性関数はより
少ないインプットとより大きなアウトプットの
組み合わせを実現させる最適解 βのような技術
によって生産が生産フロンティアとして表され
ることを示す関数である．つまり βの値が少な
いほど生産の効率性が高く，アウトプットの増
加可能性とインプットの削減可能性がより最適
な状況であることが示される．通常の距離関数
ではアウトプットの増加，もしくはインプッ
トの減少可能性のどちらかを考慮した最適解し
か求めることができない．しかし現実的に本研
究で取り扱う各国の経済状況において，アウト
プットの増加とインプットの減少のどちらも各
国がコントロールできると考えられる．そのた
め本研究では指向性距離関数が分析に適切であ
ると考えられる．

2.2　ルエンバーガー生産性指標
　本分析では，技術変化を捉える生産性変化

（PC）指標 と し て ル エ ン バーガー生産性指標
を 使用 す る．ル エ ン バーガー生産性指標 は，
Chanber （2002）によって導入された内生要因
による技術変化（ITC）を評価するために使用
する指標である．
　ル エ ン バーガー生産性指標 は 効率性変化

（EC）と技術変化（TC）の二つの側面から生
産性変化を分けて分析することができる．本分
析では，さらに TC を外生要因による技術変化

（ETC）とエネルギー価格上昇による内生的な
技術変化（ITC）とに分け分析を行う．本分析
で用いるモデルは Färe et al. （2005）に倣い，
距離関数の関数形を二次式の関数形を仮定し，
効率性を推計する．モデルは以下の通りである．
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　t は時点を表し，

 4
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1n 2n

1 2

は長期的なエネルギー価
格（原油価格），G は各国別グループのための
ダミー変数である．さらに，⑶は中立的技術変
化と技術変化バイアスを捉えることができる．
外生要因による中立的技術変化の影響は r1 及
び r11 の係数から捉えられ，内生要因による影
響は r1 及び r22 という係数から捉えることがで
きる．ETC と ITC の投入バイアスの程度は係
数 ηn1，ηn2 によって推定される．一方で，産出
バイアスは μ1，μ2 によって推定する．また，係
数

 4

t r G
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1 2 は ITC と ETC の相互作用による影響を捉
えている．さらにこの距離関数を EC，ETC，
ITC による技術進歩の影響を詳しく分解する
ために，Diewert （1976）の二次恒等式の補題
を適用し，以下のルエンバーガー生産性指標の
推計モデルに変化させた．
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　⑷式において ITC では原油価格（

 4
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）を用
い，そ の 変化 か ら お き る 技術変化 を と ら え
る こ と が で き る．ま た 生産指標 L（PC）は
EC，ETC，ITC に よって 決 ま る． つ ま り，
PC=EC+ETC+ITC となる．

2.3　多要素投入バイアス
　内生要因と外生要因のどちらが技術変化にお
いて支配的な要因となるか分析するために，今
回の分析では，Binswanger （1974）が提唱し
た技術変化を引き起こす生産要素価格の割合に
おける変化を利用した多要素投入バイアスを推
定した．モデルは次の通りである．

� ⑸　
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は外生要因のバイアスの程度であり，
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は内生要因のバイアスの程度である．外生要因
の場合，時間を考慮することにより，その影響
の程度が区別され，一方で内生要因は長期的な
エネルギー価格の変化を考慮することにより，
影響を分け分析することができる．バイアスの
大きさが 0 よりも大きければ，各生産要素が節
約され，逆に 0 よりも小さければ，各要素がよ
り多く生産に必要となる．そのために，このバ
イアスの大きさが技術進歩の程度を表し，外生
要因と内生要因のバイアスの大きさを比べるこ
とにより，どちらが技術進歩に支配的な要因と
なっているか判別することができる．

3　データ

　多くの既存の分析において，マクロレベルの
データによる分析は少ない．そこで本分析では
1974 年から 2000 年の期間，55 カ国（先進国，
発展途上国を含む）に及ぶパネルデータを構築
し，技術変化を測定した．今回の分析では，分
析対象国を低所得国（一人当たり国民所得 825
ドル未満），低中所得国（826ドル以上 3256ドル
未満），中高所得国（3256ドル以上，10065ドル
以下），高所得国（10066ドル以上）に分けた．
GDP に関しては 1996 年の購買力平価をもとに
実質 GDP を計算した．
　生産のインプットとして，資本の指標とし
て，ネットの意味での固定資本ストックを計算
した．また労働力は労働人口を使用した．エ
ネルギー消費は原油換算（kt）によるデータを
使用し，アウトプットとしては，実質 GDP を
使用した．資本，労働力及び実質 GDP のデータ
は Marquetti （2002）から使用し，エネルギー
消費 は 世界銀行 の データ ベース で あ る World 

（783）
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Development Indicators を用いた．また，エネル
ギー価格については，原油価格を使用し，指標
は 国際通貨基金 の 国際金融統計（International 
Financial Statistics）を用いて，現在為替レート
と消費者物価指数を用いて国ごとのエネルギー
価格を計算した．

4　分析結果

4.1　世界全体での生産性の変化
　世界全体での生産性（PC）の大きさは分析
対象期間で，最終的に 1% 減少したことがわ
かった．この生産性の低下の最も大きな理由は
生産技術の非効率性にあったと考えられる．
1995 年までに低所得国に於いては，EC はプラ
スで推移していたが，他の国（低中所得国，高
所得国）では，効率性が減少していた．しかし，
高所得国では 1985 年までに強力な効率性の向
上が見られたが，85 年以降減少へ転じた．こ
のことは高所得国において，既存の技術ではな
く，新技術の導入が 85 年以降中心になっていっ
たことが理由として考えられる．

4.2　外生要因と内生要因
　技術変化の影響を本研究では，内生要因と外
生要因の二つの要因に分けて分析する．図 1 が
所得水準別グループ別の外生要因による技術変
化の影響を時系列で示したものであり，一方で
図 2 が内生要因（エネルギー価格）による技術
変化への影響を時系列で示した図である．また
表 1 は各国グループの期間別における各指標の
平均値である．分析結果として，まず低所得，
低中所得国では技術変化に対する影響として，
分析対象全般で，内生要因による影響は弱く，
外生要因による影響が強いことがわかった．技
術変化全体では，内生要因の影響よりも，外生
要因によるプラスの影響が大きいために，プラ
スになっており，外生要因によって技術開発，
普及が進んでいたと考えられる．
　一方で，中高所得国では 1990 年までの内生，
外生要因ともにプラスであり，高所得国では

1990 年まで外生要因はマイナスであるが，内
生要因はプラスに作用することがわかった．ま
た，高所得国のなかでも，日本とアメリカを除
外して分析を行った場合では外生要因の影響は
プラスに働くことがわかった．そして，中高所
得国では内生要因のプラスの影響よりも，外生
要因による効果のほうがより大きく，高所得国

（日本，アメリカを除いた）においても同様の
ことがあてはまった．
　それ以上に注目すべき結果は，これらの中高，
高所得国において，世界的なエネルギー価格上
昇が顕著な時期（1974 年，1980 年の石油ショッ
ク時期）に持続的に内生要因効果が上昇し技術
開発が促進され，1986 年の最も原油価格が低
迷した時期（1986─1990）においては内生要因
効果が減速していったことがわかる．
　しかしこうした分析は各国ごとの経済実態や
エネルギー生産のレベル，エネルギー消費活動
を把握する必要がある．低所得，低中所得国の
多くでは高所得国と比べて，経済への政府介入
の役割が大きく，市場を介した経済活動は限ら
れている．さらに，低所得国のエネルギー消費
のレベルは高所得国よりもかなり低い．
　そこで各発展段階における代表例として，イ
ンドと日本，アメリカの ITC と ETC の蓄積的
な変化の動向を分析した．時系列での技術変化
の推移は図 3 であり，表 2 が各グループ別の外
生要因のバイアスの程度および内生要因のバイ
アスの各期間別平均を示している．分析対象期
間において，インドでは高いが外生要因による
促進効果と低い内生要因効果がみうけられる．
この結果は途上国であるインドの技術開発活動
が公共部門を中心となって行われており，民間
セクターにおける経済的な自由度の低さが影響
しているように思われる．
　一方で，先進国である日本とアメリカでは，
外生要因による促進効果はないことが分析によ
り判明した．しかし，各石油ショック（第一次，
二次，三次）直後においては，高い内生要因に
よる効果により，技術開発が促進されたことが

（784）
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図 2　内生要因による蓄積的な技術変化

図１　外生要因による蓄積的な技術変化
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年 非効率性 EC ETC ITC TC PC

低所得国（LIC：一人当たり国民所得：< $825）

1974─1980 0.0362 0.0038 0.0127 －0.0044 0.0083 0.0121

1981─1985 0.0390 0.0044 0.0214 －0.0027 0.0187 0.0231

1986─1990 0.0402 0.0053 0.0271 －0.0025 0.0246 0.0299

1991─1995 0.0471 0.0050 0.031 －0.0022 0.0288 0.0338

1996─2000 0.0426 －0.0019 0.0323 －0.0021 0.0302 0.0283

低所得国（LIC-X-I：一人当たり国民所得：< $825　※インドを除く）

1974─1980 0.0301 －0.0016 0.0076 －0.0068 0.0008 －0.0007

1981─1985 0.0301 －0.0005 0.0121 －0.0040 0.0081 0.0076

1986─1990 0.0285 0.0006 0.0136 －0.0040 0.0097 0.0102

1991─1995 0.0284 0.0002 0.0134 －0.0041 0.0093 0.0095

1996─2000 0.0305 －0.0043 0.0106 －0.0038 0.0068 0.0025

低中所得国（LMIC：一人当たり国民所得：$826─3256）

1974─1980 0.0439 －0.0034 0.0066 －0.0052 0.0014 －0.0020

1981─1985 0.0397 －0.0089 0.0104 －0.0042 0.0062 －0.0028

1986─1990 0.0346 －0.0068 0.0113 －0.0045 0.0069 0.0001

1991─1995 0.0474 －0.0078 0.0099 －0.0047 0.0052 －0.0025

1996─2000 0.0475 －0.0151 0.0058 －0.0037 0.0022 －0.0129

中高所得国（HMIC：一人当たり国民所得：$3256─10065）

1974─1980 0.0411 －0.0196 0.0062 0.0012 0.0074 －0.0122

1981─1985 0.0386 －0.0283 0.0097 0.0045 0.0143 －0.0141

1986─1990 0.0259 －0.0413 0.0108 0.0050 0.0158 －0.0255

1991─1995 0.0550 －0.0522 0.0089 －0.0004 0.0085 －0.0437

1996─2000 0.0731 －0.0602 0.0039 －0.0008 0.0031 －0.0571

高所得国（HIC：一人当たり国民所得：> $10066）

1974─1980 0.0385 0.0312 －0.0043 0.0222 0.0179 0.0491

1981─1985 0.0284 0.0519 －0.0234 0.0395 0.0161 0.0680

1986─1990 0.0409 0.0424 －0.0181 0.0061 －0.0119 0.0305

1991─1995 0.0480 0.0028 －0.0299 －0.0077 －0.0377 －0.0349

1996─2000 0.0506 0.0042 －0.0443 －0.0085 －0.0528 －0.0486

高所得国（HIC-X-J,U：一人当たり国民所得：> $10066）（※日本，アメリカを除く）

1974─1980 0.0534 0.0099 0.0021 －0.0013 0.0009 0.0107

1981─1985 0.0421 0.0176 0.0031 －0.0023 0.0007 0.0183

1986─1990 0.0453 0.0077 0.0003 －0.0023 －0.0020 0.0057

1991─1995 0.0574 0.0007 －0.0053 －0.0025 －0.0078 －0.0071

1996─2000 0.0630 －0.0019 －0.0134 －0.0022 －0.0157 －0.0176

　注：EC：効率性変化；ETC：外生要因による技術変化；ITC：内生要因による技術変化；TC：技術変化；PC：生産性変化

表１　国グループ別平均非効率性と累積生産性変化と技術変化
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わかった．

4.3　支配的な要因
　エネルギー価格の変化による技術変化の支配
的な要因はエチオピア，ガーナ，インド，セネ
ガル，スリランカ，タンザニア，トーゴ，ペ
ルーでは，労働力や資本のインプットが改善さ
れた影響が大きかったものの，全体的にはエネ
ルギー価格の変化による内生要因の影響による
バイアスの上昇が外生要因による影響よりも大
きかった．つまり，内生要因（エネルギー価格
上昇）が技術変化において，支配的な要因であ
ることがわかった．

5　まとめ

　世界的な気候変動はエネルギー消費との関連
が強い．省エネルギー技術の開発と普及はエネ
ルギー消費を減らすことが可能である．本研究
では 1974 年から 2000 年までの 55 カ国にのぼ
るパネルデータを使用し，技術変化を原油価格

の上昇による内生要因効果によるものとその他
の外生要因とに分けて，技術開発への影響を分
析した．このような技術開発の要因の明確化は，
今後の温暖化に対する技術開発に大きく寄与す
るものである．
　これまで行われてきた費用，生産，利潤関数
を用いた生産技術の分析では要素代替と生産技
術フロンティアのシフトの区別が正確にできな
かった．しかし，指向性距離関数による分析で
は，より少ないインプットでより大きなアウト
プット得る方法を模索することができ，より現
実性の高い各国の生産性を分析可能である．
　マクロ経済データを使用した今回の分析に
よりいくつかの重要な考察を得ることができ
た．第一に世界全体の分析結果として，技術変
化がないと仮定しても，潜在的に世界全体で，
GDP が 0.04 増加することがわかった．第二に
主要なエネルギー価格が上昇したとき，つま
り，第一次（1974），二次（1980）オイルショッ
クの直後に，先進国の内生要因による技術開発

（787）

図 3　主要国における蓄積的な ITCと ETCの変化
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年 外生投入バイアス 内生投入バイアス

労働 資本 エネルギー 労働 資本 エネルギー

低所得国（LIC：一人当たり国民所得 : < $825）

1974─1980 －0.0149 0.0061 0.0087 －0.0356 0.0071 0.0285

1981─1985 －0.0076 0.0035 0.0041 －0.0172 0.0009 0.0163

1986─1990 －0.0063 0.0030 0.0033 －0.0143 0.0002 0.0141

1991─1995 －0.0060 0.0027 0.0033 －0.0138 －0.0001 0.0139

1996─2000 －0.0059 0.0026 0.0033 －0.0139 －0.0002 0.0141

低所得国 （LIC-X-I：一人当たり国民所得 : < $825） 　※インドを除く

1974─1980 －0.0039 0.0023 0.0016 －0.0080 －0.0011 0.0091

1981─1985 －0.0041 0.0024 0.0017 －0.0087 －0.0012 0.0099

1986─1990 －0.0044 0.0024 0.0020 －0.0096 －0.0009 0.0105

1991─1995 －0.0048 0.0023 0.0025 －0.0110 －0.0007 0.0117

1996─2000 －0.0053 0.0023 0.0029 －0.0123 －0.0005 0.0128

低中所得国 （LMIC：一人当たり国民所得 : $826─3256）

1974─1980 －0.0027 0.0022 0.0005 －0.0046 －0.0036 0.0082

1981─1985 －0.0027 0.0022 0.0005 －0.0046 －0.0038 0.0084

1986─1990 －0.0028 0.0023 0.0006 －0.0051 －0.0035 0.0086

1991─1995 －0.0030 0.0023 0.0007 －0.0058 －0.0032 0.0090

1996─2000 －0.0031 0.0023 0.0008 －0.0062 －0.0031 0.0093

中高所得国（HMIC：一人当たり国民所得 :  $3256─10065）

1974─1980 －0.0026 0.0023 0.0003 －0.0037 －0.0034 0.0072

1981─1985 －0.0025 0.0022 0.0003 －0.0040 －0.0038 0.0078

1986─1990 －0.0025 0.0021 0.0004 －0.0042 －0.0040 0.0081

1991─1995 －0.0022 0.0020 0.0003 －0.0038 －0.0044 0.0082

1996─2000 －0.0021 0.0018 0.0002 －0.0036 －0.0046 0.0082

高所得国（HIC：一人当たり国民所得 : > $10066） 

1974─1980 －0.0025 0.0015 0.0010 0.0010 －0.0085 0.0075

1981─1985 －0.0017 0.0016 0.0001 －0.0001 －0.0082 0.0083

1986─1990 －0.0016 0.0016 0.0001 0.0000 －0.0084 0.0084

1991─1995 －0.0014 0.0015 －0.0001 －0.0004 －0.0082 0.0086

1996─2000 －0.0013 0.0014 －0.0001 －0.0006 －0.0080 0.0086

高所得国 （HIC-X-J,U：一人当たり国民所得 : > $10066） 　※日本，アメリカを除く

1974─1980 －0.0011 0.0013 －0.0002 －0.0013 －0.0058 0.0071

1981─1985 －0.0011 0.0013 －0.0002 －0.0015 －0.0061 0.0076

1986─1990 －0.0010 0.0012 －0.0002 －0.0015 －0.0063 0.0078

1991─1995 －0.0010 0.0012 －0.0002 －0.0015 －0.0064 0.0079

1996─2000 －0.0010 0.0012 －0.0002 －0.0016 －0.0064 0.0080

表 2　国グループ別平均外生投入バイアスと内生投入バイアス
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促進効果が発展途上国よりも高かったことがわ
かった．しかも，石油ショック後も外生要因に
よる影響は小さかった．
　そして，第三に距離関数によるパラメータ推
定により，内生要因による効果の大きさが外生
要因による効果よりも高いことがわかった．つ
まり，内生要因が技術開発を促進する支配的な
要因であることがわかった．
　今回の分析の結果，日本やアメリカにおいて，
技術進歩は内生要因が支配的な要因であること
がわかった．つまり，原油価格が今後も高い水
準で推移し続けることが予測される現状では，
より市場にまかせたほうが技術進歩は促進され
ることが考えられる．一方で，外生要因を刺激
するような施策を行っても，効果は少ないこと
も考えられる．そのため，「クリーン開発のた
めのアジア太平洋パートナーシップ」のような
施策も，日本の技術進歩への寄与は小さく，既
存技術の移転を促進させるインセンティブが明
確化されない限り施策の意義はなくなってしま
うと考えられる．

参考文献

Binswanger, H, P. （1974） The measurement of 
technical change biases with many factors 
of production, American Economic Review 

64, 964─976.
Chanber, R, G. （2002） Exact nonradical input 

output and productivity measurement, 
Economic Theory 20, 751─765.

Celikkol, P. and Stefanou, S. （1999） Measuring 
the impact of price induced innovation on 
technological progress: Application to the 
U.S. food processing and distribution sector, 
Journal of Productivity Analysis 12, 135─151.

Diewert, W., E. （1976） Exact and superlative 
index numbers, Journal of Econometrics 4, 
115─145.

Marquetti, Adalmir. （2002） Extended Penn 
World Tables 2.0 Data set.

Färe, R., Grosskopf, S., Noh, D., and Weber, 
W. （2005）, ‘Characteristics of a polluting 
technology: theory and practice’, Journal of 
Econometrics 126, 469─492.

Hayami, Y., and Ruttan, V. W. （1971）, Agricultural 
Development: An International Perspective, 
Baltimore MD: John Hopkins University Press.

Hicks, J. R. （1932） The Theory of Wages, New York: 
St. Martins.

Paris, Q. and Caputo, M, R. （2001） Price-induced 
technical progress and comparative statics, 
Economics Bulletin 15 ⑻, 1─8.

［たなか　けんた　横浜国立大学大学院国際社会
科学研究科博士課程後期］

［スレンダー　クマー　テリー大学教授］

［まなぎ　しゅんすけ　横浜国立大学経営学部准
教授］

（789）




